








































1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993
 
ASEAN域内 4.3 3.6 3.8 3.6 4.1 4.0 4.1 4.4 4･3
 
NIEs城内 8.8 8.5 9.2 ll.0 1l.8 12.3 13.2 14.1 1511
 
ASEAN十NIEs域内 7.3 7.1 7.8 9.0 9.7 9.9 10･4 11･1 11･5
 
アジア 9域内 15.2 15.6 17.0 19.1 20.1 21.2 23.3 2417 24･9
 
アジア 9+日本域内 28.9 27.0 29.0 31.6 32.8 33.4 35.3 35･8 3714
 
アジア輸出/世界輸出 18 .9 1.9 0.4 1 2. 2 .4 2 23.2 5･8
9 2 2.1 1 2 0 2.3 2

アジア域内輸出 /世界輸出 5.5 5.4 5.9 67 6 6･8 7･9 8･3 9･6
. .9

1994 9 19 19 1 2002 2002
1995 196 9 7 98 999 001
 
ASEAN域内 4 .9 6.3 5.9 6.0 5.5 5.7 5.9 6.6 7･6
 
NIEs域内 16.1 16.9 16.3 15.8 13.8 14. 1418 13･8 14･8
 




アジア 9域内 2 5 .4 25.6 25.1 25.0 23.4 23.6 24.6 24･8 27･8
 
アジア9十日本域内 3 8 .吊 40.6 40.1 38.5 34.0 35.2 37.4 37･1 39･0
 
アジア輸出 ′世界輸出 25.7 25.4 24.7 24.9 24.2 24.9 26.2 25.3 26･2
 











出所 参考資料 1.Tablel. 
































けは 294億 ドル,ASEAN向けは 173億 ドルであったの対 し,中国向けは




























































































6- 3 東アジア諸国の輸出主導による経済成長 





























62 現代経営経済研究 第 3号 
1985年の 6%から2002年には 12%へ と倍増 した.とくに地理的な優位性
のほか,需要構造にも共通性がある MEsの対中国輔出額は 1986年か ら 





























日本 -12.3 -0.6 -0.l 
)86-1990NIEs 38.4 0.5 .
ASEAN 25.9 0.5 .020日本 29.8 0.9 1 
991-1995NIEs 53.0 2.0 0.8 
ASEAN 256 06 0.2
7.5 0.4 0.0日本 
996--2000NⅠEs 13.8 1.2 0.6 
ASEAN ll.9 0.3 0.2 
24.9 2.2 0.2
001-2003NⅠEs 25.3 3.5 1.7
出所 参考資料 2.Tbeal2
方がはるかに大きい. 
3. アジアの域内輸出増加と域外先進国向け輸出増加 対アメリカ及び2 (
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第 jv期20(〕1-2003中国 2Z _ 5
日本 -18.
NIEs -03. 




対アメリカ輪Elj増加寧 輸出稔嶺増加率への 経済成長率-の頁 

































































































































891( 6年- 991 0年),第Ⅲ期 1991年 




6.0O E .%- ENが1/に減速したほか,NIsも90 と増加率が下がる.代って ASA
第 Ⅰ期の 170 790/へと対アメ1.%増から第n期には 1.O )カ輸出を少し増やし





日本の対 EU輸出増加率は 40.%へと低下する.この期間中に対 EU輸出が,
持続的な拡大を示した国は中国だけであった.
アジア通貨危機による域内需要の減退の影響を受けた第Ⅳ期のアジア各地



















既に指摘 したように,図表- 7の 1985年か ら 1990年までの NIEs, 
ASEAN, E]本などの域内貿易増加率が対アメリカ,対 EUの輸出増加率を
上回っているのは,域内での部品と組み立て生産の工程間分業が盛んに行な











co aaieAdatg RC 95年,19mprtv vnae ( A)分析である･参考資料 3では 18 95
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図表- 8 東アジア諸国の RCA指数が 1以上の商品が60貿易品目の中で占
める比率(%)(1985年, 1995年,2001年) 
Ⅰ 部品の生産 Ⅱ 組み立て生産
(Cmponents) しAssembly) 
中国 1 6.7 1 7ー1 2




藍 ≡ 436.73 51.383 1
マレーンア 8.3 1.05 1
,3 2シンガポール 20.0 23
台湾 20.0 3.71 2
195 l68年 Tm 2001年
0.0 中国 41.7 55.0 53.3
3.3
0.0 インドネシア 65.0 55.0 63.3
日本 3.3 8.3 21.7
655.70 韓国 25.0 41.7 33.3
8.3 マレーシア 53.31 45.0 43ー3
フィリピン 38.3 50.0 31ー7
0.0 シンガポール 36_7 40.0 38ー3
8.3 台湾 13_3 35.0 31.7









1.RC =〔Lj 〕 〔w/X 〕AP jl/Ⅹj-xJ w ×100

部品生産の場合 (Ⅹ■輸出 i二回 j:商品 W :世界)
 
2.RC -mi/Mj 〔 j ×100Aa〔 j 〕-mw /Mw〕
 





入)比率が世界 (W)の j財についての輸出(輸入)比率を上回り,1式 .或いは 2式 .の RCA
蒋数が 1を超えるとき, i国の j財についての比較優位が傾 在化一したためと仮定する.
表-8の吉相lJ例から具体的に各回の~比較優位"とその変化の考え方を説明すると,まず国別
の部品生産或いは組み立て生産に比較偉位を持つかをみるために各国の SITC4桁分類の商
品群の RCA指数を求める.次に当該指数が 1を超える商品群の輸出或いは輸入が当該国の 
60品目の輸出 ･輸入に占めるシェアー(%Jを求め, 顕`在化'した】比較庫位'を示すと考える.
たとえば,1995年に束アジアで最も資本が相対的に豊富かつ優れた技術を持つ日本は,RCA




出所 参考資料 3 Table 19.1 





では組み立て生産はもはや行なわれず, RCA指数が 1を超える商品は僅か 
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に 20%程度である.2001年に東アジア域内で組み立て生産の RCA指数が 
1を超える商品の比率が高かったのは,インドネシアが 63%,タイが 58% ,
マレーシアが 433%であった..




2001年の部品生産についての中国の RCA指数の水準は, NIEsの RCA指数
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図表-9 東アジア諸国の対域内,対日本,対 NARA,対 EU
の産業内貿易 
(製造業全体) 
1. 対域内産業内貿易 (各国別) 
1985年 1995年 2001年
中国 0.322 0.287 0.365
香括 o.422 0.359 0_326
インドネシア 0.223 0.397`  0.509●
韓国 0.271 0.393● 0.498●
マレーシア 0.588 0.693' 0.738'
フィリピン 0.379 0.418 0.484`
シンガポール 0.638 0.728 0.746●
台湾 0.2T3 0_411' 0.519'
タイ 0.473 0.645● 0.692■ 
2. 域内平均 0.26 0.329 0.3R4. 
3. 対日本産業内貿易 0.199l 0.344' 0.462' 
4. 対 N八FT八産業内貿易 0.275■ 0.374 0.337
し注 1)*印は 1985年から当年まで ⅠIT指数が 0.100以上の上昇の場合 
























ている.アメリカ合衆国を含む対 NAFTAの産業内貿易指数は 1985年に 0. 
27,200年に 033 .05 1 .7で, *印の 010以上の基準を超えない.
産業内貿易の拡大はもともと関税同盟など地域内の貿易自由化との関連で








































































ヽ *> ･ 
15.結びに代えて 日米貿易摩擦と未申貿易摩擦の相違 
1957年の繊維分野での対米輸出自主規制は,その後 30年にわたる日米貿
易摩擦の幕開けであった.対象分野は鉄鋼,カラー TV,工作機械,半導体, そこで図表- 10で中国の対米摩擦を 2003年の中国の 満 場の開放度"を･
自動車へと広がり,そのたびに二国間やガットでの多国間協議を通じて個別 日本の対米摩擦が激化した 1986年当時の日本の場合と比較してみる･その
の政策的な対応がおこなわれた.しかし1980年代になると,アメリカ側か 1)際に輸入市場における開放度の指標として( 貿易依存度を･海外企業の市
らは日本の "市場の閉鎖性"そのものが問題視されるようになる.具体的に 場参入は政府規制の緩和圧力となるので,その他の市場開放度の指標として 
は, 1989年からの日米構造協議における政策的な対応であり,分野別協議 (2)海外直接投資依存度を示した･
では通信機器分野での資材調達や金融サービスでの政府規制が 一市場の開 対日貿易摩擦がアメリカの最大の政治的 ･経済的イシューであった 1986 
72
75
現代経営経済研究 第 3号 研究ノーT1.東アジア地域内貿易の動向 




中国の -対米貿易摩擦 と産業調整"の今後の展開を左右する主要なプレイ対中輸入は対 E]輸入の 0480/.

ke
にくらべ取るにたりない小国であった.しかしその後の 17年を経て,アメ ヤーは多国籍企業である.より具体的に例示すれば,既に繊維 ･衣料分野で
Lee0億 ドルと日本からの輸入額 0億 ドルを Di ,S ,Niarasney8
11,

















は 5%へと上昇する.一方日本を見ると同比率は.1 6年の 1 Oからバブ













































ES N4,中乱 日本の間の貿易取引である･ 









3) mi dS詳 しくは oa
2ページ参照. 
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 及び参考資料 Zの図表 6を参照･企業であり,東アジア地域内での生産 ･加工を加速させた.
5) 例えば,参考資料 1と2を参照. 
海外直茸投資の受け入れに関しては,輸出拡大や技術移転などのメリット
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00あることを示 している.中国への海外直接投資流入額の GDP比が 2 3年
に 3%に通 した現在,その政策的対応 のアメリカの批判は,繊維及び衣5




































1.Wo uC oKi aadY oS mi (
ei ei eo dbylnA ma
200) "

eadteR eofMa dC HogK gMo 由TyAu

如 





















































w2&Q'f ua ltrery 
"Aisatas








ioC tooperai legonayadteU yo eH et dR
mi dE nE


















































WodB kP yR hWo
4.H yadTeeWog (2

in
kr
n

esearc
n
iclo
lr an
允) Guauer ar,

dattpaperpresene"isa, 
r.beDecem,
(さざなみ ･ようこ /現代経営学部助教授)
